（様式１）
	受付番号
※記載不要
	


特定非営利活動法人地球と未来の環境基金　あて


令和２年度「原子力産業基盤強化事業補助金」申請書


	申請者
	法人番号（＊）
	

	
	企業・団体名
	

	
	代表者役職・氏名
	

	
	所在地
	

	連絡担当窓口
	氏名（ふりがな）
	

	
	所属（部署名）
	

	
	役職
	

	
	電話番号
（代表・直通）
	

	
	Ｅ－ｍａｉｌ
	


＊法人番号を付与されている場合には、１３桁の番号記載し、法人番号を付与されていない　
個人事業者等の場合には、記載不要。
（様式２）
	受付番号
※記載不要
	[bookmark: _GoBack]



令和２年度「原子力産業基盤強化事業補助金」
提案書

	１．間接補助事業の目的及び内容（事業の実施内容及び方法）

	（１）間接補助事業の実施内容及び方法

	＊募集要領の「１．事業概要」の「１－３．事業内容」を踏まえ「５－２．審査基準」を参照し、原子力産業において想定する具体的な課題とその課題を解決するための実施目的、実施内容及び実施方法を記載してください。
＊実施内容を細分化し、項目ごとに具体的な実施内容及び実施方法を記載してください。
＊事業の成果を高めるための具体的な工夫を記載してください。


	（２）実施体制

	＊「５－２．審査基準」を参照し、実施責任者略歴、研究員数等及び実施者の業務内容や役割を記載してください。
＊外注、委託（コンソーシアム）を予定しているのであればその内容を記載してください。


	（３）間接補助事業の効果

	＊「５－２．審査基準」を参照し、本事業を実施した場合、期待される効果や事業の目標を具体的に、可能な限り定量的に記載してください。


	２．間接補助事業の開始及び完了予定日（スケジュール）

	＊本事業の事業開始日（交付決定日）は、令和２年８月上旬頃になる見込みです。
＊「５－２．審査基準」を参照し、１．（１）に記載した実施項目ごとの具体的な実施内容が月別に分かるようにしてください。
＊具体的な実施者が分かるように、実施者（外注等含む）が異なる項目は区別してください。
＊実施目的を達成するための具体的な目標をマイルストンとして設定してください。
＊参考資料（実施計画を用いた進捗報告イメージ）を参考として、作成してください。


	３．申請者概要

	（１）申請者の営む主な事業

	別添、会社概要（パンフレット）のとおり
＊会社概要を作成していない場合、申請者の営む主な事業を記載してください。


	（２）申請者の財務状況

	別添、財務諸表のとおり
＊特記事項等がある場合には併せて記載してください。

	（３）事業実績

	＊類似事業の実績として、事業名、事業概要、実施年度、発注者等（自主事業の場合はその旨）を記載してください。
＊コンソーシアム形式の場合は、企業、団体ごとの実績を明確にしてください。


	
４．補助金見込額等

	＊公募申請時点での見込みを記載ください。（採択後、事務局と調整した上で決定することとなります。）
○積算内訳（例）
（単位：円）
	経費区分及び内訳
	補助事業に要する経費
	補助対象経費
	補助金申請額

	
	
	
	

	原子力産業基盤強化事業補助金（補助率：１／２）
	　
	　
	　

	Ⅰ．人件費
	76,880,000
	76,880,000
	38,440,000

	Ⅱ．事業費
	97,560,000
	97,560,000
	48,780,000

	　旅費
　謝金（消費税等対象外）
　外注費
　消耗品費
　備品費
　委託費
＊募集要領の「７．補助対象経費の計上」の「７－３．補助対象経費からの消費税額の除外）のとおり補助対象経費は、原則、消費税等を除外して計上してください。
＊上記経費の内訳について、支出先や支出内容が分かる形に細分化した資料を別途添付してください。様式は問いません。 
	4,400,000
320,000
76,400,000
8,400,000
3,240,000
4,800,000
　
	4,400,000
320,000
76,400,000
8,400,000
3,240,000
4,800,000
　
	2,200,000
160,000
38,200,000
4,200,000
1,620,000
2,400,000
　

	合計（補助金見込額）
	174,440,000
	174,440,000
	87,220,000



＊補助率は、募集要領の「２．補助金の交付の要件」の「２－２．補助率・補助額」の記載のとおりとしてください。
補助金申請額の小数点以下の端数は切り捨てた金額を記載してください。

○資金計画(例)
　補助事業に要する経費　174,440,000円
　　うち補助金充当（予定）額　87,220,000円
　　　（精算払までの期間は、自己資金で支弁予定
　　　　　　Or　自己資金での立替えが困難なことから●年●月での概算払の要望有）
　　金融機関等からの借入れ（予定）額　5,000,000円
　　　（借入条件：補助事業取得財産の担保予定　　　有・無）
　　自己資金充当額　82,220,000円
　　収入金　０円
（該当する場合のみ記載のうえ、収入金の詳細について記載すること）
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